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R・ボワイエの成長モデルの再検討 1）

畠 山 光 史

要 旨

本稿は，R・ボワイエのフォード主義的成長モデルの定性分析によって，実質賃金の生産

性上昇率に対するインデクセーション率・k・が変化した場合の生産性曲線および需要曲線の

動態を検討し，以下の2点を明らかにする。1）kの値の変化による生産性曲線と需要曲線

の動態：産出量成長率－生産性上昇率平面においてkが増加すれば生産性曲線が反時計回り，

需要曲線が時計回りに回転すること，および回転の中心が横軸上にあること。2）実質賃金

の生産性上昇率へのインデクセーションの経済的効果：典型的なフォード主義的成長体制に

おいてはkの値は1あるいはその近傍にあるというボワイエの特徴づけの理論的根拠を明ら

かにするとともに，より一般的に，低すぎるkは低成長と低生産性上昇率を生み，高すぎる

kは経営を圧迫することからともに経済成長を害することを示すこと。ただし，本稿の分析

によってボワイエによる成長モデルの説明の問題点も明らかになる。

キー・ワーズ：成長モデル，労働生産性上昇分の分配率，定性分析，経済成長と所得分配

I 序論

本稿は，第2次世界大戦後の高度成長期の成長と所得分配の関係をフォード主義的成長体制

として説明するレギュラシオン派 2）の成長モデル，すなわちロベール・ボワイエの「フォー

ド主義的成長モデル」（以下，一般性を考えてボワイエ・モデルと呼ぶ）に注目し，ボワイエ・

モデルの一般的・定性的性格を再検討する。

周知のように，レギュラシオン派は第2次世界大戦後の高度成長を生み出した経済メカニズ

ムは大量生産と大量消費を結合した内包的蓄積体制，すなわちフォード主義的成長体制であっ

たと説明している（アグリエッタ1989；ボワイエ1990a）。「フォード主義的」という形容が，

フォード・システムの確立によって大量生産と量産車（T型フォード）の低価格化を可能にし
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たばかりでなく，高賃金政策によって量産品に対する社会的需要を生み出す必要を述べたヘン

リー・フォードの思想（Ford1922）に由来するように，フォード主義的成長モデルにおいて

特に重要なパラメーターは労働分配率，すなわち実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセー

ション率・k・が十分に大きいことである。換言すれば，労働生産性上昇の果実が労働側に実

質賃金の上昇として分配され，労働者大衆の購買力の増加によって消費需要が拡大することで

大量生産と大量消費が結合した好循環経済が生まれたと考えられている。

ただし，制度学派としてのレギュラシオン派は，フォードの家父長的な思想とは異なって，

フォード主義的成長体制を可能にした中心的制度として第2次世界大戦後に成立した労使間妥

協，つまり労働側によるテーラー主義的労働の受け入れとその対価としての生産性上昇によっ

て増加する付加価値の労働側への配分という賃労働関係の存在を強調している。

この賃労働関係を特徴とするフォード主義的成長体制を理論モデル化した成長モデルの説明

においてボワイエは，典型的なフォード主義的成長体制においては，実質賃金の労働生産性上

昇率に対するインデクセーション率・k・は1に等しいか1に近い値をとると指摘している

（ボワイエ1990b：125）。さらに，ボワイエはフランス経済についてBoyer（1988a）の示した

モデル 3）の各パラメーターを実証分析し，kは1960年代・1970年代は概ね1に近い値である

が，1980年代になると1を大幅に上回る値であったと推定している（Boyer1990：ボックス

10）4）。以上のように，ボワイエは，理論と実証分析の両面から，kが1に近い値をとる，す

なわち実質賃金の上昇率は生産性上昇率にほぼ等しいことが，典型的なフォード主義的成長体

制の好循環を生み出す条件であったと述べていた。ボワイエ・モデルによるフォード主義的好

循環の以上の説明は従来そのまま受け入れられていたが（例えばボワイエ1990aの訳者解説），

フォード主義的成長モデルにおいてはk・1が最適な分配率となることの理論的証明には関

心が払われてこなかったし，ボワイエ自身もk・1が最適な労働分配率を与える理由を理論

的には説明してはこなかった。

さらに，ボワイエはこの成長モデル（ボワイエ・モデル）にもとづいて19世紀，両大戦間

期，第2次世界大戦後の高度成長期等の歴史的画期における蓄積体制の特徴を生産性曲線と需

要曲線の傾きの相違によって説明しているが（Boyer1988a：617619；ボワイエ1990a：238；

山田1995：209），これら図示による説明は背景となる理論説明が不十分であるために厳密さ

に欠ける印象を与える。もちろん，Boyer（1988a）の説明では，各歴史的画期の成長モデルの

構造パラメーターの符号やkの値域が示され直感的に理解できるとはいえ，kの値の変化によ

る生産性曲線および需要曲線の振る舞いを検討した上で両曲線の傾きの変化を示したものでは
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3） 同様のモデルは，Boyer（2004），Boyer（2015），Boyer,Coriat（1989）等において説明され，山田

（1995）が補論において紹介している。

4） kの推定値は，推定期間が1960～1973年では1.02，推定期間が1973～1979年では0.76，推定期間

が1980年代になると1.73と推定される。



なかった。

よって，本稿は，ボワイエ・モデルの定性分析 5）によって，以上の問題点を検討し，理論

上の欠落を埋めることにしたい。すなわち，問題を労働分配率の変化が経済成長に及ぼす影響

に限定して（他のパラメーターは一定），第1に，実質賃金の生産性上昇率に対するインデク

セーション率・k・が上昇した場合 6）の生産性曲線および需要曲線さらには均衡点の動態を明

らかにし，第2に，kの値が取り得る範囲，ならびに均斉成長（生産性上昇率が実質賃金上昇

率と雇用変化率の和および利潤変化率に等しい経済成長）を満たすkの値（以下，kの最適値

と呼ぶ）を示し，最後に，成長と分配の相互関係の観点からボワイエ・モデルによる資本主義

経済の動態に関する説明を批判的に検討したい。

以下，本稿は次のように構成される。最初に，第Ⅱ節においておさらいであるが議論の理解

のために予備的考察としてボワイエ・モデルの定性的性格を説明する。次いで，第Ⅲ節におい

て実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率・k・の変化による生産性曲線と需

要曲線の動態と均衡点の変化を明らかにした上で，第Ⅳ節において現実経済におけるkの値

域毎の分配・成長の状態を，ボワイエの議論の問題点を正しながら，説明する。そして最後に

結論として，ボワイエ・モデルの持つ一般的性格と経済学的意義を述べたい。

Ⅱ ボワイエ・モデルの概要と均衡点

最初に，Boyer（1988a）に依拠し，ボワイエ・モデルにおける生産性曲線と需要曲線，およ

び両関係から導出される均衡点を説明しておこう。
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5） ボワイエ・モデルの定性分析が全く行われてこなかったというわけではない。例えば，2008年10

月17日のR・ボワイエを交えたセミナーにおける清水耕一氏（岡山大学・名誉教授）の報告「フォー

ド主義的成長モデル」では，雇用変化率がゼロであると仮定しボワイエ・モデルを単純化（供給曲線

は不変）した上で，kの値の変化とともに需要曲線が横軸上の定点を中心に反時計回りに回転するこ

と，kの値が期首における労働分配率の逆数
1

・・ ・を超えると利潤が減少すること，kの値は労使の

力関係によって0・ k・
1

・
の間のどこかに決まるが，k・1が労使双方の満足できる最適値である

とことを説明した。本稿はこのセミナーの議論から着想を得た。

他方，ボワイエ・モデルの定式化の離散時間における動学化を試みた先行研究は，累積的因果連関

と関連付けながら，ボワイエの定式化では技術進歩自らが誘発する総需要および総所得の増大効果を

捉えることができないと指摘する（有泉 1991），ボワイエの定式化では部門間格差や投資関数の変化

を捉えることができないと指摘する先行研究も存在する（宇仁 2009）。

6） kが低下するケースに関しては，本稿の分析結果の「増加」を「減少」に，「上昇」を「低下」に，

「減少」を「増加」に，「低下」を「上昇」にそれぞれ読み替えればよい。



2.1 ボワイエ・モデルの定性的性格

2.1.1「単純化された」7）ボワイエ・モデルの要点

Boyer（1988a）によれば，「単純化された」ボワイエ・モデルは以下の6式（方程式4本，

恒等式2本）で表される。

PR
・

・ a・b・I・・d・Q・ ―（1） （生産性方程式）

I・・ f・v・C・・u・・PR
・
・RW

・
・―（2） （投資方程式）

C・・ c・・N・・RW
・

・・g―（3） （消費方程式）

RW
・

・ k・PR
・
・l・N・・h―（4） （実質賃金方程式）

Q・・ ・・C・・・1・・・・I・―（5） （恒等式1：需給一致式）

N・・ Q・・PR
・
―（6） （恒等式2：雇用成長率決定式）

記号の定義は次の通りである。まず，変数の上にあるドットは時間に関する変化率（x・・

d・lnx・

dt
・

dx

dt

x
と定義する）を表す。次いで，PRは生産性，Iは（民間）実質投資，Cは

（家計）実質消費，RW は実質賃金，Qは実質産出量あるいは国民所得，Nは総雇用を表す。

本モデルの内生変数は6個（PR
・
,I・,C・,RW

・
,Q・,N・）であり，a,f,hは外生変数である。ま

た，パラメーターの条件はb・0,d・0,v・0,u・0,0・ c・1,k・0,l・0,0・ ・・1

である（Boyer1988a：611）。

経済学雑誌 第118巻 第2号68

7）「単純化された」とは，「シミュレーションや不動点定理を用いずに方程式体系を解くために，線形

化していること」（Boyer1988a：611）を意味する。

図1：ボワイエ・モデルの概念図

注）ボワイエ（1990a）,付録7（p.242）の第1図をBoyer（1988a）の議論に基づいて，加

筆・修正した。実線は方程式を，1点ドット線は恒等式を，点線は与件をそれぞれ示す。

b,d,v,u,c,k,l,・はモデルのパラメーターを示す。



上記各式についての仮定は以下のごとくである（図1）8）。

まず，生産性は次の3つの要因によって決定される。すなわち，（1）式の右辺第2項・b・

は資本深化による効果を，第3項・d・は「カルドア・フェルドーン効果」（カルドア 2003），

つまり総供給＝総需要の増加によって生み出される生産性の上昇効果を，第1項・a・は研

究開発支出，特許数，労働節約的技術革新等で計測されるイノベーションその他の効果を表

す。

次いで，投資は次の3つの要因によって決定される。すなわち，（2）式の右辺第2項・v・は

サミュエルソン型の「加速度係数」（消費の増加が誘発する投資増加分による効果）を，第3

項・u・は利潤シェアの効果（古典派的投資決定効果）であり，利潤シェアの変化率を「賃金

ギャップ」（生産性変化率と実質賃金変化率の差）（Boyer1988a：611）として表す。そして，

第1項・f・は技術革新の利用可能性と関連したシュンペーター効果を含むその他のすべての

効果を表す。

次いで，消費の変化率は雇用と実質賃金の変化率の関数であるが，2つの要因によって決定

される。すなわち，（3）式の右辺第1項・c・は労働者の限界消費性向を，第2項・g・は労働

者の基礎消費部分の成長率を表す。

最後に，実質賃金は次の3つの要因によって決定される。すなわち，（4）式の右辺第2項

・k・は生産性上昇率に対する実質賃金弾力性，つまりインデクセーション率による効果を，第

3項・l・は雇用変化率に対する実質賃金弾力性，つまり雇用増減による効果を，第1項・h・

は生産性上昇率および雇用変化率以外による実質賃金弾力性への効果を表す。

以上が4本の方程式の仮定である。モデルを閉じるために必要な2本の恒等式の仮定は以下

である。

第1に，総需要は消費および投資からなり，政府支出や純輸出は捨象される。なお，・は前

期の総需要に占める消費の割合であり，したがって1・・は前期の総需要に占める投資の割合

である。

第2に， 雇用変化率は，産出量成長率と生産性上昇率との差として定義する。

以上のボワイエ・モデルの雇用変化率に対する実質賃金弾力性が非負・l・0・という仮定

はフォード主義的成長体制の場合の仮定であり，名目賃金が雇用変化率に対して伸縮的に決定

され，インフレーション率が名目賃金変化率を上回る場合には負・l・0・となる場合もあり

得る（この問題は第Ⅳ節で検討する）。

次項（2.1.2項）では上記モデルにおける生産性曲線および需要曲線の導出と，均衡点を説

明しておきたい。
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8） 以下の説明は，Boyer（1988a）の議論，ボワイエ（1990a）の付録7および山田（1995）の補論に

おける山田鋭夫氏の解説に依拠する。



2.1.2 生産性曲線および需要曲線の導出

まず，生産性曲線（Ⅰ）はPR
・
のQ・による決定を表し，（1）式（2）式（3）式（4）式（6）式か

ら導出される。すなわち，

・Ⅰ・:PR
・

・
b・vc・1・l・・ul・・d

1・b・vc・u・・k・1・l・
・Q・・

a・b・f・vg・・b・vc・u・h

1・b・vc・u・・k・1・l・
―（7）

・ PR
・

・ B・Q・・A ―（8）

を得る9）。

ただし，

A・
a・b・f・vg・・b・vc・u・h

1・b・vc・u・・k・1・l・
,

B・
b・vc・1・l・・ul・・d

1・b・vc・u・・k・1・l・

である。

したがって，生産性曲線は，産出量変化率が変化した場合に生産性上昇率がどのように変化

するのかを捉えようとするものである。すなわち，（1）式の生産性決定式と異なり，（Ⅰ）式は

「技術，需要そして所得分配の複合的帰結を捉える」（Boyer1988a：612）ために用いられる

のであり，生産性上昇率は産出量の変化のみならず，諸種のパラメーターの変化によって変化

することを示そうとするものである。

同様に，需要曲線（Ⅱ）はQ・のPR
・
による決定を表し，（2）式（3）式（4）式（5）式（6）式か

ら導出される。すなわち，

・Ⅱ・:Q・・
・・c・・1・・・vc・・1・・・u・・k・1・l・

1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u
・PR

・

・
・1・・・f・・ch・g・・・・・1・・・v・・h・1・・・u

1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u
―（9）

・ Q・・ N・PR
・
・M ―（10）

・ PR
・

・
1

N
・Q・・

M

N
―（11）

を得る。

ただし，

M・
・1・・・f・・ch・g・・・・・1・・・v・・h・1・・・u

1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u
,

N・
・・c・・1・・・vc・・1・・・u・・k・1・l・

1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u

である。
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9） Boyer（1988a：613）では，（7）式の右辺第2項の分子がa・bf・vg・b・vc・u・hであるが，a・b

・f・vg・・b・vc・u・hの誤植と考えられる。



したがって，需要曲線は，「生産性上昇率を与件とした場合の産出量成長率の動態を捉える」

（Boyer1988a：616）ものである。ここで，ボワイエ・モデルでは生産は需要に常に一致する

ように調整されると仮定されていることから，（5）式の総需要の恒等式とは異なり，需要曲線

は生産上昇率以外に「賃金体系および投資関数によって定義され」（Boyer1988a：616），実

質賃金・投資決定式のパラメーターの変化に影響される。

以上が，Boyer（1988a）で提示されるボワイエ・モデルの生産性曲線と需要曲線の導出およ

び経済学的意味である。本稿では上述のように，モデルのパラメーターが変化するケースで，

特に我々の関心のある分配関係の変化である実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーショ

ン率・k・の変化が生産性曲線および需要曲線と均衡点に及ぼす影響を検討する。しかしその

前に，（1）0・ k・1・l,（2）k・1・l,（3）k・1・lという3つの場合に関して，生産性曲

線および需要曲線の形状と両関係の交点で決定される均衡点（均衡産出量成長率Q・E，均衡生

産性上昇率PRE

・
）についてあらかじめ考察しておきたい。

2.2 生産性曲線と需要曲線の形状および均衡点

生産性曲線および需要曲線の形状は実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率

・k・と1・lの大小関係に応じて異なり，両曲線によって決定される均衡点E・Q・E,PRE

・
・の性

格も異なることになる。

まず，0・ k・1・lの場合，生産性曲線（Ⅰ）および需要曲線（Ⅱ）の形状は図2のごとく

である。具体的には，A・0,B・0,M・0,N・0となる10）ことから，産出量成長率－生産

性上昇率・Q・・PR
・
・平面において生産性曲線は右上がりに，需要曲線は右下がりに描かれる。

切片はともにPR
・
軸上で正の値をとる。この場合，実質賃金の生産性上昇率に対するインデク

セーション率が1・lよりも小さいので，生産性上昇率のすべてが労働者の実質賃金とはなら

ない。そのため，生産性上昇率のすべてが労働者の実質賃金になる場合と比較して，生産性上

昇の消費需要への波及効果が相対的に小さく，乗数効果を通じた総需要への波及効果も相対的

に小さくなる。結果として，需要曲線は右下がりに描かれる。

次に，k・1・lの場合，生産性曲線（Ⅰ）および需要曲線（Ⅱ）の形状は図3のごとくであ

る。具体的には，A・0,B・0,M・0,N・0となり，Q・・PR
・
平面において生産性曲線は

右上がりでPR
・
軸上では正の値をとり，需要曲線はQ・軸上でQ・・ Mと一致する点で垂直とな

る。すなわち，産出量は生産性トレンドに関係なく，一定の率Mで成長する。この場合，実

質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率が1・lと等しいので，生産性上昇率の

すべてが労働者の実質賃金となる。そのため，生産性上昇の消費需要への波及効果が一定に保

たれ，乗数効果を通じた総需要への波及効果も一定となる。結果として，総需要（よって総産
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10） 詳しくは補論を参照されたい。



出）成長率は生産性上昇率とは独立に決定され，需要曲線は垂直に描かれる。

最後に，k・1・lの場合，生産性曲線（Ⅰ）および需要曲線（Ⅱ）の形状は図4のごとくで

ある。具体的には，A・0,B・0であるが，0・ k・1・lの場合よりもAとBの値は大き

くなる（なぜならば分母が小さくなるからである）。また，M・0,N・0であるから

・
M

N
・0,

1

N
・0となる。したがって，Q・・PR

・
平面において生産性曲線は右上がりでPR

・
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図2：生産性曲線（Ⅰ）と需要曲線（Ⅱ）（0・ k・1・lの場合）

注）筆者作成。Ⅰは生産性曲線を，Ⅱは需要曲線を示す。Aは生産性曲線の切片を，B

は生産性曲線の傾きを，・
M

N
は需要曲線の切片を，

1

N
は需要曲線の傾きを示す。

また，PR
・
は生産性上昇率を，Q・は産出量成長率を示す。Eは均衡点を示す。

図3：生産性曲線（Ⅰ）と需要曲線（Ⅱ）（k・1・lの場合）

注）筆者作成。Ⅰは生産性曲線を，Ⅱは需要曲線を示す。Aは生産性曲線の切片を，B

は生産性曲線の傾きを，Mは需要曲線の横軸との交点を示す。また，PR
・
は生産

性上昇率を，Q・は産出量成長率を示す。Eは均衡点を示す。



軸において正の値をとり，需要曲線は傾きが正であるが，PR
・
軸上で負の値をとる。この場合，

実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率が1・lよりも大きいので，生産性上

昇率を超過する部分が労働者の実質賃金となる。そのため，生産性上昇率のすべてが労働者の

実質賃金になる場合と比較して，生産性上昇の消費需要への波及効果が相対的に大きく，乗数

効果を通じた総需要への波及効果も相対的に大きくなる。結果として，需要曲線は右上がりに

描かれる。

以上が，実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率・k・と1・lの大小関係で

3つに場合分けした場合の，Q・・PR
・
平面における生産性曲線および需要曲線の形状と両関係

の交点で決定される均衡点である。ボワイエ・モデルの説明においては通常，フォード主義的成

長体制において両曲線はともに正の勾配をもつと想定されているが，それはk・1・lの場合に

限るということに留意しておこう。しかも，以下に説明するように，この想定には問題がある。

ところで，生産性曲線および需要曲線から導出される均衡成長率・Q・E,PRE

・
・は（8）式と

（10）式より，k・1・lの場合には，

・Q・E,PRE

・
・・

・AN・M

BN・1
,
・BM・A

BN・1・ ・―（12）

であり，

k・1・lの場合には，

・Q・E,PRE

・
・・・M,B

・
M・A

・
・―（13）

である。

R・ボワイエの成長モデルの再検討 73

図4：生産性曲線（Ⅰ）と需要曲線（Ⅱ）（k・1・lの場合）

注）筆者作成。Ⅰは生産性曲線を，Ⅱは需要曲線を示す。Aは生産性曲線の切片を，B

は生産性曲線の傾きを，・
M

N
は需要曲線の切片を，

1

N
は需要曲線の傾きを示す。

また，PR
・
は生産性上昇率を，Q・は産出量成長率を示す。Eは均衡点を示す。



ただし，

B
・
・ B・k・1・l・ b・vc・1・l・・ul・・d

A
・
・ A・k・1・l・ a・b・f・vg・・b・vc・u・h

である。

Ⅲ ボワイエ・モデルの定性分析：実質賃金の生産性上昇率に対するインデク

セーション率・k・の変化による生産性曲線および需要曲線の動態

以上ではボワイエ・モデルにおける生産性曲線および需要曲線と均衡点の性格を説明したこ

とから，以下ではまず，実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率・k・の変化

による生産性曲線と需要曲線のシフト，および両関係の交点で決定される均衡点の移動を考察

しておこう。

生産性曲線の動態

はじめに，（7）式の直線の傾きは，

B・
b・vc・1・l・・ul・・d

1・b・vc・u・・k・1・l・
―（14）

である。

そして，（14）式をkに関して微分すれば，

d・B・

dk
・0―（15）

である11）。

ゆえに，生産性曲線のグラフ（Ⅰ）の傾きは，（15）式より，kの増加とともに大きくなる。

また，グラフ（Ⅰ）の切片Aも同様にkの増加とともに大きくなる12）。この場合，実質賃金の

生産性上昇率に対するインデクセーション率が大きくなるにつれて，生産性上昇率に占める経
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11）（15）式の不等号は，

d・B・

dk
・・

・b・vc・l・vc・u・・・d・・・b・vc・u・・

・1・b・vc・u・・k・1・l・・
2

・・
・

・

から導くことができる。

12）（8）式の切片Aをkに関して微分すれば，

d・A・

dk
・・

・a・b・f・vg・・b・vc・u・h・・・b・vc・u・・

・1・b・vc・u・・k・1・l・・
2

・・
・

・
・0

である。



営者の取り分が小さくなる（k・1・lの場合，経営者の取り分はマイナスである）。そのため，

生産性上昇の投資需要への波及効果が次第に小さくなり，総需要への波及効果も小さくなる。

結果として，生産性曲線の傾きはkの増加に従って大きくなる。また，生産性曲線の切片は

産出量成長率がゼロすなわち投資が生産性上昇率に与える効果を捉える。投資水準が次第に小

さくなるとはいえ，投資によって資本深化が進み生産性上昇に寄与する。結果として，生産性

曲線の切片はkの増加に従って大きくなる。

ここで，特に留意すべきことは，グラフ（Ⅰ）がkの増加とともに，

・Q・,PR
・
・・ ・

a・b・f・vg・・b・vc・u・h

b・vc・1・l・・ul・・d
,0・ ・―（16）

を中心として反時計回りに回転することである13）。

需要曲線の動態

Q・・PR
・
平面に需要曲線のグラフ（Ⅱ）を描くために，k・1・lの仮定の下に（9）式を変換

すると，

PR
・

・
1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u

・・c・・1・・・vc・・1・・・u・・k・1・l・
・Q・

・
・1・・・f・・ch・g・・・・・1・・・v・・h・1・・・u

・・c・・1・・・vc・・1・・・u・・k・1・l・
―（17）

となる。ここで（17）式の直線の傾きは，

1

N
・

1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u

・・c・・1・・・vc・・1・・・u・・k・1・l・
―（18）

である。

そして，（18）式をkに関して微分すれば，

d
1

N

・・・・・

・・・・・
dk

・0―（19）

である14）。
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13） 生産性曲線の回転の中心の導出過程は次の通りである。まず，（7）式にk
・
（ただしk

・
・ kと仮定

する）を代入した式からkに対応する（7）式を差し引いて整理すれば，

Q・・・
a・b・f・vg・・b・vc・u・h

b・vc・1・l・・ul・・d

を得る。これを（7）式に代入すれば，PR
・

・0を得る。

14）（19）式の不等号は，

d
1

N

・・・・・

・・・・・
dk

・・
・1・・・・・1・・・v・c・1・l・・l・1・・・u・・・・c・・1・・・・vc・u・・

・・・c・・1・・・・vc・u・・・k・1・l・・
2

・・
・

・

から導くことができる。



よって需要曲線のグラフ（Ⅱ）の傾きは，（19）式より，kの増加とともに小さくなる。ただ

し，0・ k・1・lの領域では傾きは負で，kの増加とともに傾きの絶対値は大きくなる。そ

してk・1・lにおいてグラク（Ⅱ）は垂直になり，k・1・lの領域においてkの値が増加す

るにつれて傾きが小さくなっていく。

この場合のグラフ（Ⅱ）の回転の中心は点・M,0・であり，グラフ（Ⅱ）はkの増加とともに

時計回りに回転する15）。

以上が実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率・k・の変化に対する生産性

曲線（Ⅰ）および需要曲線（Ⅱ）の動態である。

以上から明らかなように，kの増加とともに，Q・・PR
・
平面において生産性曲線のグラフ

（Ⅰ）は定点 ・
a・b・f・vg・・b・vc・u・h

b・vc・1・l・・ul・・d
,0・ ・を中心に反時計回りに回転し，需要曲線のグ

ラフ（Ⅱ）は定点・M,0・を中心に時計回りに回転し，図5に示すように両グラフの交点であ

る均衡点が移動することになる。この場合，k・0から出発してkの値が増加するにつれて生

産性曲線のグラフ（Ⅰ）はⅠ0・Ⅰ1・Ⅰ2と反時計回りに回転し，需要曲線のグラフ（Ⅱ）は，

Ⅱ0・Ⅱ1・Ⅱ2と時計回りに回転することになり，その結果，均衡点はE0・ E1・ E2と変

化し，経済はkの増加に伴って成長することになる。ところでこのkの値域については，そ

れぞれ特徴的な経済状態をもつ5つの領域を区別することができる。よって以下では，これら

5つの領域における賃金決定と分配関係を説明することにする。

Ⅳ 多様な経済成長体制

図5に示されるように，kの値の変化によって特徴的な経済状態を表す5つの領域，すなわ

ちk・0,0・ k・1・l,k・1・l,1・l・ k・
1

・
,および

1

・
・ kを区別することができる。

以下ではそれぞれの領域における経済状態を分析するとともに，この分析結果からボワイエの

説明する19世紀型成長体制，1960年代高成長期のフォード主義的成長体制，および1970年

代の構造的危機という3つの画期の特徴づけについて問題点も含めて議論することにする。た

だし，単純化のためにh・0と仮定するが，この仮定によって議論の一般性が損なわれるこ

とはない。

なお，Boyer（1988a）は本稿の区分とは異なって，19世紀型（両大戦間期も同様），1960年代，

1970年代という3つの画期の賃金決定についてそれぞれ・k・0,l・0・,・0・ k・1・l,l・0・,

・k・1・l・という特徴づけを行っている。しかし，以下に示すように，l・0という仮定は維

持できないであろうし，kの値域区分もより厳密に行われて良いように思われる。
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15） グラフ（Ⅱ）の回転の中心はグラフ（Ⅰ）の回転の中心を求めた場合と同様に導くことができる。



4.1 kの値域ごとに異なる分配関係

領域①＝均衡点E0:k・0の場合

領域①においては，実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率・k・がゼロで

ある。雇用変化率に対する実質賃金弾力性・l・が一定である限り，一方で労働者にとっては

生産性上昇にも関わらす実質賃金は不変である。他方で経営者にとっては生産性上昇益すべて

が利潤となる。すなわち，生産性が上昇する限り労働分配率・・・は低下するが，利潤分配率

・1・・・は（総需要成長率から労働分配率と雇用変化率の積を差し引いたものと利潤変化率を

一致させるように）上昇するような経済状態である16）。換言すれば，生産性上昇が労働側にまっ

たく分配されないという意味において労働者搾取経済であると言える。すなわち，（4）式より
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16） 労働分配率・・・および利潤分配率・1・・・の関係は以下の通りである。

最初にQ・ ・・RW・Nと仮定する（Boyer1988a：610 611）。ただし，Q：実質産出量あるいは

実質総需要，・：利潤，RW：実質賃金，N：総雇用を表す。両辺の自然対数をとり時間・t・に関し

て微分して整理すれば，

dQ

dt

Q
・

・

Q

d・

dt

・
・

RW・N

Q

dRW

dt

RW
・

RW・N

Q

dN

dt

N
となる。ここで Q・・

dQ

dt

Q
,・・・

d・

dt

・
,RW

・
・

dRW

dt

RW
,N・・

dN

dt

N
,・・

RW・N

Q
,1・・・

・

Q
と定義して書き直せばQ・・

・1・・・・・・・・・・RW
・

・N・・である。この式によって産出量（総需要）成長率，利潤変化率，実質賃金

上昇率，雇用変化率の変化に応じた労働分配率・利潤分配率が決定される。

図5：生産性曲線（Ⅰ）と需要曲線（Ⅱ）のkの増加に応じた移動

注）筆者作成。Ⅰは生産性曲線を，Ⅱは需要曲線を示す。実線はk・0に対応する関係を，

点線はk増加後のkに対応する関係を示す。また，PR
・
は生産性上昇率を，Q・は産出

量成長率を示す。Eは均衡点を示す。下付き数字0，1，2はそれぞれk・0,k・1・l,

k・1・lに対応することを示す。なお，E0は縦軸上にあるとは限らない。



実質賃金上昇率はlに依存する。l・0であれば雇用と実質賃金はトレードオフ関係にあり，

雇用増は実質賃金の減少を引き起こす。他方，労働者搾取経済であってもl・0であれば，雇

用増は実質賃金の増加を伴うことになる。そしてl・0であれば，実質賃金は生産性上昇率に

関わりなく不変である。

この領域においては生産性上昇率，産出量成長率はともに低く，労働生産性の上昇分を労働

側に分配すれば実質賃金（よって消費需要）のみならず産出量と利潤も増加することから，

この領域に留まることは労働側・経営側双方にとって好ましい選択であるとは言えないであろ

う。

領域②（Ⅰ0,Ⅱ0およびⅠ1,Ⅱ1を境界とする領域）：0・ k・1・lの場合

領域②においては k・1・lより RW
・

・・1・l・PR
・
である。ここで利潤を ・で表すと，

l・0である限りRW
・

・ PR
・
，よってPR

・
・ ・・およびRW

・
・N・・ ・・が成り立つ。この領域で

は，実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション率・k・0・が上昇するにつれて産

出量と生産性がともに増加して均衡点E1に近づいていく。しかも，雇用の増加率が非負であ

る限り生産性の上昇とともに賃金コスト・RW・N・と利潤がともに増加する。この領域では

利潤の増加率は賃金コストの上昇率・RW
・

・N・・よりも大きいが，kの増加とともに労働分配

率が改善される。よってkの増加とともに生産性と産出量がともに増加するばかりでなく，

実質賃金および雇用と利潤がともに増加していくことからkの増加は労働側・経営側双方に

とって好ましい。もちろんkの値は労使間の力関係に依存して決まると言えるが，利潤の上

昇率が正である限り経営側が労働分配率の上昇を受け入れる余地がある。

領域③＝均衡点E1:k・1・lの場合

領域③は賃金コスト・利潤・生産性および産出量の成長率が等しい均斉成長となる均衡点を

含む。すなわち，k・1・lよりRW
・

・・1・l・PR
・
であるから，

l・0 ・ RW
・

・ PR
・

l・0 ・ RW
・

・ PR
・

l・0 ・ RW
・

・ PR
・

である。

ここで，l・0の場合，雇用不変であればPR
・

・ RW
・

・ ・・・ Q・が成立し，経済は均斉成長

経路で発展する。ただし，雇用が増加する場合，雇用の増加率はRW
・

・N・・ ・・・ Q・を満たす

必要がある。l・0の場合にはRW
・

・N・・ Q・・ ・・が成立し，実質賃金上昇率は生産性上昇率

よりも小さく，利潤の上昇率は賃金コストおよび産出量の増加率よりも大きくなる。そして

l・0の場合にはRW
・

・N・・ Q・・ ・・が成立することから，賃金コストの上昇率は産出量およ

び利潤の上昇率よりも大きくなる。よって，分配関係から見ればl・0，すなわちk・1の場
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合が労働側と経営側の双方を満足させる最適な均衡成長体制であると言える。k・1の場合，

実質賃金は生産性上昇率ほど増加せず（利潤は生産性上昇率以上に増加し），k・1の場合に

は逆に実質賃金が生産性上昇率以上に増加して賃金コストが利潤の上昇率以上に増加してしま

うからである。

本稿の冒頭で言及した，典型的なフォード主義的成長体制においては実質賃金の労働生産性

上昇率に対するインデクセーション率・k・は1に等しいか1に近い値をとるというR・ボワ

イエの主張は，以上の状態を述べたものであると理解できる。ただし，この経済状態を説明す

る生産性曲線と需要曲線のグラフの形状はボワイエの示す形状とは大きく異なる。図5に示し

たように，生産性曲線はボワイエの示すように右上がりのグラフになるが，需要曲線は横軸に

対して垂直のグラフになる。

領域④（Ⅰ1,Ⅱ1およびⅠ2,Ⅱ2を境界とする領域）：1・l・ k・
1

・

領域④は，k・1・lよりRW
・

・ PR
・
であり，雇用が不変に保たれればRW

・
・ PR

・
・ ・・であっ

て生産性の上昇による付加価値の増加分は労働側により大きく分配されることになる。また，

雇用が増加する場合にはRW
・

・N・・ Q・・ ・・が成立し，賃金コストの上昇率は産出量成長率お

よび利潤の上昇率よりも大きくなる。

よって，均衡点E2に到達するまでは，利潤が増加することから経営側はkの上昇，したがっ

て賃金コストの増加を受容する余地はある。このような経済状態は，高成長の持続によって賃

金と雇用がともに増加した1960年代から1970年代初頭に観察されたものであろう。しかしk

の過度の上昇によって利潤は生産性および産出量の増加ほどには増加せず，賃金コストが上昇

し続けるために，経営側は実質賃金の上昇率を生産性上昇率以下に抑制しようとすることにな

ろう（例えば，1970年代の日本経団連による生産性基準原理の提唱）。

この領域のkの上限はk・
1

・
（＝労働分配率の逆数）17）であり，このときの均衡点E2にお

いては・・・0となり，経済規模の拡張に対するインセンティブは失われる。

領域⑤（Ⅰ2およびⅡ2の上方領域）：k・
1

・
の場合

領域⑤においては，雇用が不変であると仮定すれば生産性の上昇率が正であるかぎり・・・0
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17） 領域④のkの値の上限値が
1

・
となることは以下のように確認できる。脚注16の最後の式・Q・・

・1・・・・・・・・・・RW
・

・N・・・において，利潤の増加率がゼロの場合は雇用増へのインセンティブが働

かないと考えれば・・・0かつN・・0であるから，PR
・

・ ・・RW
・
であり，RW

・
・ k・PR

・
を考慮すれば，

k・
1

・
を得る。



となり，生産性（および産出量）の上昇にも関わらず利潤が減少する。この経営者搾取経済と

呼べる領域では，生産性上昇率および産出量成長率がともに高いものの「賃金爆発」（Sachs

1979）による利潤圧縮が発生しており，結果として経営側の投資意欲の減退に伴う景気後退と

雇用削減が進むと思われ，経営側のみならず労働側にとっても好ましい経済状態とは言えない。

4.2 ボワイエによる経済成長体制の特徴づけについて

ボワイエはBoyer（1988a）において歴史上観察できる典型的な成長体制の特徴づけを行っ

ている。すなわち，賃金決定のみに注目すれば，19世紀の競争的資本主義が支配的な蓄積体

制においてはk・0かつl・0であったが，1960年代の労使間妥協による賃金の生産性上昇

率に対するインデクセーションを特徴とするフォード主義的蓄積体制においては0・ k・1・l

かつl・0であり，1970年代になると実質賃金の生産性上昇率に対するインデクセーション

が過大，すなわちk・1・lとなった（Boyer1988a：619）。本稿の分析結果はこのボワイエ

の分析とやや異なる。

労働者搾取経済 ・k・0・は領域①のケースであり，ボワイエの仮定 ・l・0・に従えば

RW
・

N・
・0であり，実質賃金はプロサイクリカルに変動する。しかし，19世紀型競争的資本主

義においては名目賃金がプロサイクルカルに変動するにしても好況期にはインフレーション，

不況期にデフレーションが発生し，しかも物価の変動幅は名目賃金の変動幅より大きいという

特徴を持つことから（Boyer2015：55；ボワイエ1990a：243），ボワイエの仮定とは異なって

RW
・

N・
・0である。すなわち，労働者搾取経済においては実質賃金と雇用はトレードオフ関係

にある。

フォード主義的成長体制における賃金決定について，ボワイエの仮定は領域②の0・ k・

1・lのケースであるが，l・0であることから実質賃金は生産性上昇率へのインデクセーショ

ンばかりでなく雇用増によっても上昇すると考えられている。想定されている経済状態は，賃

金に関する労使間交渉が制度化されているとともに，1960年代の日仏経済のように完全雇用

状態で高成長が持続するケースであろうが，領域②はkの値が小さくl・0である領域も含ん

でいることから，必ずしもボワイエの想定する経済状態に対応するわけではない。冒頭で言及

したように，ボワイエは，典型的なフォード主義的成長体制においてkは1またはその近傍

の値をとると考えていることから，それはむしろ領域③の経済状態であると言える。

最後に，k・1・lの領域においては，ボワイエの指摘するように，実質賃金の生産性上昇

率に対するインデクセーション率が過大になり，1960年代末から1970年代初頭の日欧主要国

において観察された「賃金爆発」による利潤圧縮が生じる。ただし，k・
1

・
であるかぎり，

経済規模の拡大と賃金コストの上昇に比して利潤の増加率が小さくなるが利潤圧縮は生じない。
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ただし，Boyer（1988a）の分析は賃金決定に関するkとlの値域のみではなく（1）式の生産

性方程式のパラメーターの変化および（2）式の投資関数のパラメーターの変化をも考慮して各

画期の特徴づけを行っていることから，本稿の議論もそうした観点を加えて再検討する必要が

あるかもしれない。

V 結論

本稿の目的は，R・ボワイエの成長モデルの定性分析によって，実質賃金の生産性上昇率に

対するインデクセーション率・k・の値が変化した場合の生産性曲線および需要曲線のシフト

による均衡点の移動と，kの取り得る値域毎の特徴的な分配関係と経済状態を明らかにするこ

とであった。

本稿におけるBoyer（1988a）に示された成長モデルの分析によって明らかになったことは，第1

に，kの値が増加するとともに，生産性曲線のグラフが定点 ・
a・b・f・vg・・b・vc・u・h

b・vc・1・l・・ul・・d
,0・ ・

を中心として反時計回りに回転すること，需要曲線のグラフが定点・M,0・を中心として時計

回りに回転すること，その結果均衡点・Q・E,PRE

・
・は第1象限の右上方に移動し，産出量と生

産性がともに増加し，経済が拡大するということである。第2に，kの値の変化に関して，k

の値域毎に異なった賃金決定が存在するとともに，kの値には上昇限界が存在するということ

である。ボワイエの議論との関係で言えば，k・0の場合は実質賃金が生産性上昇率にまった

く関係ない労働者搾取経済であるが，l・0というボワイエの仮定は不適切である。賃金に関

する労使間交渉が行われる経済においては労使間の力関係によってkの値は0・ k・1・lの

どこかで決まる。その場合のいわゆるフォード主義的成長体制においてはボワイエの主張どお

り，k・1が生産性上昇率＝利潤増加率＝賃金コスト増加率（実質賃金上昇率＋雇用増加率）

となる，労使双方が満足できる最適な分配関係をもたらす。ただし，1・ k・1・lにおいて

l・0であれば，生産性の上昇の果実はより多く労働側に分配されることになる。そして，k

の値が過大になるk・1・lの領域において，kの値が労働分配率の逆数
1

・・ ・になるまでは
利潤圧縮は発生しないことから企業がkを増加させる拡大戦略をとる可能性があることを否

定できない。従来，このkの上昇限界については検討されてこなかった。

以上の議論から，持続的な経済成長，すなわち持続的な産出量の増加と生産性上昇，実質賃

金上昇，雇用成長，利潤成長を実現しようとするならば，労使間合意によって生産性上昇とい

う「成長の果実」を労使間で「適切に」分配することが不可欠である。このような分配によっ

て，消費需要と投資需要がともに増加して総需要が増加し，更なる生産性の上昇が生まれると

いう好循環が期待できる。このボワイエ・モデルの示す結論は現代経済にも妥当する一般的命
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題であると言えよう。ただし，本稿において検討したボワイエの成長モデルは国家の経済政策

と国際関係は捨象されていることから18），現実の経済を分析するための規範モデルとして理

解するのが適切であると言える。さらに，現実経済の分析に際しては規範モデルによる解釈に

留まらず，ボワイエの成長モデルが実証分析のための計量モデルであることを考慮して，モデ

ルを構成する各方程式のパラメーターの推定による成長体制の特徴づけを行う必要があり，ま

たそのような実証分析によってモデル自体の説明力も検証されることになろう。

補論 生産性曲線（Ⅰ）と需要曲線（Ⅱ）の切片および傾きの符号の決定

本補論では，生産性曲線（Ⅰ）と需要曲線（Ⅱ）の傾きと切片の符号を判定する。

まず，生産性曲線および需要曲線の分母は非ゼロ 19）とし，Boyer（1988a）のモデルのパラ

メーターの条件付けであるk・1・l・0およびb・0,d・0,v・0,u・0,0・ c・1,k・0,

l・0,0・ ・・1を用いる。ここで留意すべきは，生産性曲線および需要曲線の分子がゼロの

場合，A,B,M,Nはすべてゼロであり生産性曲線も需要曲線も右辺がゼロとなるが，このケー

スはkの変化に応じた（Ⅰ）生産性曲線および（Ⅱ）需要曲線の動態を定性分析するという本

稿の目的に照らして除外する。ゆえにA,B,M,Nは非ゼロである。

次いで，典型的なフォード主義的成長体制下でのパラメーター条件に加え，消費・産出量比

率および労働者の限界消費性向が現実経済で取り得る値を用いる。具体的には，外生変数はす

べて正・a・0,f・0,h・0・とし，基礎消費も正・g・0・とする。そして，Boyer（1988a：

619 図27.3 stage3）が示す典型的なフォード主義的成長体制下での3つの条件，すなわ

ち d・0,b・0―（20）,k・0,l�0であるが k・1・l―（21）,v・0,u・ u・ただし u・・

vc・
・c

1・・
―（22）を用いる20）。ここで留意すべきは，（22）より u・ vc・

・c

1・・
・ vc・u・

・
・c

1・・
（23）であるが，典型的なフォード主義的成長体制下では（23）式の右辺 ・

・c

1・・・ ・
の値に関わらずvc・u・0―（24）になることである21）。さらに，現実経済では消費・産出

量比率・・・は0・ ・・1―（25）であり，労働者の限界消費性向cは0・ c・1―（26）で

ある。
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18） 国家のレギュラシオン分析はテレ（2001）を参照されたい。国際関係を考慮したレギュラシオン分

析はボワイエ・山田（1997）を参照されたい。

19） 分母がゼロの場合，生産性曲線および需要曲線は導出できない。

20） Boyer（1988a：617 図27.2）では（22）式のu・の定義式の右辺第2項が
・

1・・
であるが，

・c

1・・

の誤植と考えられる。有泉（1991：27 図1）も同様に指摘する。

21） 最後の不等号は，第1に典型的なフォード主義的成長体制下では投資は消費主導型すなわち

v・0,u・0であること，第2に現実経済では0・ c・1が成立することから導くことができる。



以上から，（20）式，（21）式，（24）式，（25）式および（26）式を用いれば，1芋b廓vc芋u較

廓k芋1芋l較瓜 0 ―（27）であり 22），1芋廓1茨l較拡ác茨廓1芋á較廓vc芋u較郭芋廓1芋á較u ―（28）であ

る。uが u…泳 vc茨
ác
1芋á

に収束すれば，（28）式は 1芋廓1芋á較vc芋ác瓜 0である23）。仮に，

u浦 u…泳 vc茨
ác
1芋á

の場合は（28）式は 芋l逸拡ác茨廓1芋á較廓vc芋u較郭分小さくなるものの正で

ある24）。したがって，生産性曲線の傾きおよび切片の分子は正，需要曲線の傾きの分子は負で

あるが切片の分子は正である25）。換言すれば，A瓜 0, B瓜 0, M瓜 0, N浦 0である。
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